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問1 経済の循環において、家計から提供された労働力を使い、財やサービスを生産・販売することで得られる「利潤」を目的とし
て活動する経済主体を何というか。 （2021年　島根公立入試　類似）

1.  企業 2.  家計 3.  政府 4.  非営利組織

問2 労働基準法が制定されている背景や、その役割について説明したものとして最も適切な内容を選びなさい。 （2021年　岩手県公立入試　類

似）

1.  雇用主と対等な立場で交渉する
ために、労働者が団体を結成する
権利を保障する役割

2.  労働者と経営者の間で対立が起
きた際、政府や委員会が介入して
解決を図る手順を定める役割

3.  賃金や労働時間、休息などにつ
いて、雇用主が守らなければなら
ない最低限のルールを定める役割

4.  企業に対して、一定の割合以上
の障害者や高齢者を雇用すること
を義務付ける役割

問3 企業はその運営目的によって、地方公共団体が運営する「公共目的の組織」と、利潤を目的として技術開発などを行う「営利
目的の組織」に分けられます。それぞれの組織の性質について述べた文の組み合わせとして正しいものを選びなさい。 （2026年　

沖縄公立入試　類似）

1.  公共目的の組織は公企業と呼ば
れ、営利目的の組織は私企業と呼
ばれる。

2.  公共目的の組織は私企業と呼ば
れ、営利目的の組織は公企業と呼
ばれる。

3.  公共目的の組織は株式会社と呼
ばれ、営利目的の組織は公務員と
呼ばれる。

4.  公共目的の組織は公設秘書と呼
ばれ、営利目的の組織は私企業と
呼ばれる。

問4 日本の労働状況において、人件費の抑制や経済状況の変化への柔軟な対応を目的として、パートや派遣労働者などの割合が増
加している背景があります。企業がこのような雇用形態を活用する主な理由として、最も適切なものはどれですか。 （2014年　兵庫

公立入試　類似）

1.  景気の変動に合わせて労働力を
調整し、企業の負担を減らすため

2.  若年層に対して、定年まで安定
した労働環境を保障するため

3.  勤続年数に応じて賃金が自動的
に上昇する仕組みを維持するため

4.  すべての労働者に対して、一律
の福利厚生を充実させるため

問5 企業が教育活動や文化事業への支援、あるいは大規模な植林活動などの環境保護に積極的に取り組む傾向が強まっている背景
として、最も適切な説明はどれですか。 （2024年　栃木公立入試　類似）

1.  企業は社会の一員であり、利潤
を追求する過程で生じる社会的な
影響を考慮し、持続可能な社会の
実現に貢献する責任があるから

2.  独占禁止法によって、企業が一
定以上の利潤を上げた場合には、
そのすべてを文化支援や教育活動
に充てることが義務付けられてい
るから

3.  企業の目的は株主への配当を最
大化することのみにあり、余った
資金を処分する手段として社会貢
献活動が利用されているから

4.  市場における自由な競争を制限
し、他社と協力して価格を維持す
ることが、現代における企業の最
も重要な社会的責任とされている
から

問6 2006年から2016年までの雇用情勢を記した資料によると、日本やOECD加盟国の平均において、2008年から2009年にかけて
統計値が右肩上がりに急上昇している項目がある。この「働く意思と能力がありながら職に就けない人の割合」を指す用語と
して適切なものはどれか。 （2020年　愛知公立入試　類似）

1.  失業率 2.  労働力人口比率 3.  有効求人倍率 4.  非正規雇用率

問7 日本の法律では、労働者が女性であることを理由として、賃金について男性と差別的な取り扱いをすることを禁止していま
す。この「男女同一賃金の原則」が明記されている法律として、正しいものはどれですか。 （2026年　高知公立入試　類似）

1.  労働基準法 2.  労働組合法 3.  労働関係調整法 4.  男女雇用機会均等法

問8 近年、日本や国際社会で推進されている「ワーク・ライフ・バランス」の定義として、最も適切なものはどれですか。 （2018年　

山形県公立入試　類似）

1.  個人の能力や成果によって賃金
や役職を決定し、労働の意欲を高
めること

2.  仕事と、家庭生活や地域活動な
どの私生活を調和させ、その両方
を充実させること

3.  企業が従業員を新卒から定年ま
で継続して雇用し、生活の安定を
保障すること

4.  職場における上下関係を重ん
じ、勤続年数に応じて賃金や役職
を上げること
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
企業

経済活動を構成する三つの主体のうち、生産活動を担う組織です。家計から労働力を買い入れ、消
費者が求める商品（財）やサービスを作り出して販売し、売上から経費を差し引いた利益である利
潤を追求します。

問2 答え 3
賃金や労働時間、休息などについて、雇
用主が守らなければならない最低限のル
ールを定める役割

労働者は雇用主に対して立場が弱くなりがちであるため、労働条件を個人の自由な契約に任せきり
にすると、過酷な労働を強いられる恐れがあります。そのため、国が「最低基準」を法律で強制的
に定めることで、労働者の人権を守っています。選択肢にある労働組合を結成する権利は「労働組
合法」、争議の解決手順は「労働関係調整法」がそれぞれ担っています。

問3 答え 1
公共目的の組織は公企業と呼ばれ、営利
目的の組織は私企業と呼ばれる。

社会全体の利益を目的として自治体などが運営するものが「公企業」、個人の創意工夫や利益の追
求を目的とするものが「私企業」です。私企業は激しい競争の中で、利潤を最大化するために新技
術の開発やコストの削減、年功序列の廃止といった経営努力を行う性質があります。これら二つの
組織が役割を分担することで、私たちの社会の経済活動は成り立っています。

問4 答え 1
景気の変動に合わせて労働力を調整し、
企業の負担を減らすため

企業は激しい市場競争や景気の変化に対応するため、人件費の抑制を図ると同時に、必要に応じて
雇用人数を変更しやすい非正規雇用を増やす傾向にあります。これにより、正社員として働く人と
の間で待遇の格差が生まれるなどの社会課題も生じています。

問5 答え 1
企業は社会の一員であり、利潤を追求す
る過程で生じる社会的な影響を考慮し、
持続可能な社会の実現に貢献する責任が
あるから

現代の企業活動において、企業は利潤を求めるだけでなく、社会や環境に与える影響に責任を持つ
べきだという「企業の社会的責任（CSR）」の考え方が浸透しています。文化支援（メセナ）や学
術・教育への協力といった活動は、企業が社会からの信頼を得て、長期的に存続していくためにも
重要な役割を果たしています。

問6 答え 1
失業率

景気後退局面では、企業の生産活動の停滞により職を失う人が増えるため、失業率が上昇します。
2008年の世界的な金融危機（世界的不況）の際には、日本を含む多くの国でこの数値が急激に高ま
り、雇用不安が大きな社会問題となりました。なお、有効求人倍率は景気が悪くなると低下する傾
向にあります。

問7 答え 1
労働基準法

労働基準法は、労働条件の最低基準を定めた法律です。その第4条において、使用者が労働者の性
別を理由に賃金面で差別することを禁じる「男女同一賃金の原則」が定められています。男女雇用
機会均等法も雇用の分野における男女の均等な機会と待遇を定めていますが、賃金差別そのものを
直接禁止している基本法は労働基準法です。

問8 答え 2
仕事と、家庭生活や地域活動などの私生
活を調和させ、その両方を充実させるこ
と

現代社会では、長時間労働による健康被害や、育児・介護との両立の困難さが問題となっていま
す。そのため、仕事（ワーク）と私生活（ライフ）の調和を図る「ワーク・ライフ・バランス」の
実現が重要視されています。これは単に労働時間を減らすだけでなく、家庭生活や趣味、学習など
の時間を確保し、生活の質を向上させることで、結果として仕事の効率も高めるという考え方に基
づいています。


